
補助対象.団体
・連合自治会・自治会・町会等の団体
補助対象事業
・集会所の新築・改築・増築・大規模改修・改修事業・解体事業
（工事費が10,000,000円を超える改修を大規模改修とします）
・空調機器・照明器具・換気扇のうち工事を伴うものは、改修事業として取り扱います。
・新築･改築･増築･大規模改修の実施に伴う備品の購入については、河内長野市自治会活動環境整備事業補助金により別途補助があります。(補助上限額1,000,000円)
※令和８年度から集会所の解体のみを行う場合も補助の対象となります。ただし、建築後または改築（主要構造部を含む全面的なもの）後30年以上経過していること、自治会等の解散を前提とした解体事業でないこと等、条件があります。
補助額及び算定方法など

	新築・改築・増築・
大規模改修・改修事業
	補助対象事業費が10,000,000円以内の場合はその２分の１の額。それを、超えた部分の金額については３分の１の額
（補助金の上限：12,000,000円）

	解体事業
	補助対象事業費の２分の１の額（補助金の上限：1,000,000円）


・総事業費が50,000円以上であることが補助金交付の条件になります。
補助金交付の間隔
一度補助を受けると、補助を申請できない期間があります
・新築・改築・増築・大規模改修事業をおこなってから１０年間
・改修事業をおこなってから５年間
※雨漏り等緊急やむを得ない場合、施設の耐震化や長寿命化工事、バリアフリー化事業などは補助間隔の制限から除外できますので、必要がある場合はご相談ください。




※補助金交付間隔の算出は集会所ごとにおこないます。（自治会ごとではありません）
補助金概算払い制度
　自治会から業者への事業費の支払い前に、必要に応じて補助金を交付できます。事前にご相談ください。

次の点にご注意ください
①まずは、事前協議を！

・この制度をご利用いただくためには事前の協議が必要です。必ず事業実施年度の前年８月末までにご相談下さい。前年度に相談いただいていたとしても市の予算状況から当年度に補助できない場合があります。

・新築事業・大規模改修等の多額の補助金が必要となる事業をおこなう場合は、計画段階であってもできる限り早期にご相談くださいますようお願いします。自治会での計画がある場合は、事業の予定が数年先のことであっても必ずご相談ください。
②工事着工前に、必ず本申請を！
・予算が確保できたらお知らせします（４月頃）。必ず工事着工前に本申請をおこなってください。申請後、市から交付決定通知を送付します。交付決定前に購入したものについては、補助金は交付できません。
・交付申請にあたっては、２者以上の見積書の提出が必要になります。

・事前協議をいただいた工事内容と異なる事業の実施はできません。ただし、用途や目的が同じ場合は市民窓口課までご相談ください。

・大規模改修などは、住民の総意の確認のため、原則として事業実施についての合意が得られていることが確認できる「総会の議事録」などの写しを提出してください。
・解体事業を実施する場合、集会所解体により、自治会を解散する意図がない旨等、必要事項を記載した誓約書をご提出いただきます。（誓約書のひな形は市民窓口課よりご提供します）
集会所整備事業補助金制度の概要








例えば、以前改修事業をおこない、新築等・改修事業を予定している場合
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